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本会では、2025 年問題（国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上、5 人に 1 人が 75 歳以上という

社会の超高齢化に伴って医療・介護・福祉サービスの整備が急務となる）を見据え、都民が

住みなれた地域で自分らしい暮らしを続けることができる地域包括ケアシステムの実現

を目指しています。 

地域包括ケアシステム実現のためには安全・安心そして途切れることのない地域医療

連携が必要です。本会は電子カルテのデータを医療機関が相互に閲覧できるようにするこ

とでスムーズな地域医療連携をサポートする東京総合医療ネットワークを運営してい

ます。 

東京総合医療ネットワークでは、異なるシステム間でもデータセンター間接続を用いる

ことで連携が可能となります。この仕組みを利用することで他県の地域医療連携ネットワ

ークとの接続も視野に入れています。 

このような広域な地域医療連携を推進していくために必要な下記の事項についてご

検討並びにご配慮をお願い申し上げます。 

 

 

要望事項 

 

 １． 電子カルテデータの標準化 

 

 ２． 全国レベルでの患者名寄せの実現 



１． 電子カルテデータの標準化 

医療連携の効率化・円滑化を図るためには「電子カルテデータの標準化」が必要

です。 

電子カルテの標準化は次世代電子カルテシステムの核となる部分として検討さ

れているものはまだ実現までにはほど遠いものであり、それに対し以前より検討さ

れている標準規格「SS-MIX2」は「入院情報、退院情報、アレルギー情報、処方オーダ

情報、注射オーダ情報、検体検査結果」までしか実際に連携で利用しうるレベルに達

していません。これらのほか、画像などは DICOM のような大容量のデータのままでの

規格となっており、PC やタブレットで処理しやすくネットワークに流しやすい

JPEG の規格設定が必要と考えます。また、連携で必要な退院時サマリー・読影レポー

トは「各種レポート（拡張ストレージ）」として平成 30 年 3 月までに決定する、と

言われていましたが結局現時点で未決のままとなっています。 

これらの標準的な形式で最低限利用可能なデータは、現在既にある病院が利用し

ている電子カルテデータから生成可能であり、これをもって「異なる連携システム同

士」での情報交換（IHE を基盤とした XCA 連携）が可能なことを東京都医師会が主

導し、東京都の後援を得て東京都病院協会に運営委託している「東京総合医療ネット

ワーク」で証明しました。平成 30 年 4 月までに都内 7 病院における連携テストを終

了し、11 月 1 日より本格運用を開始しています。 

今回の基金で対応されようとしている「データを変換するコンバータ」を備える

ことでは実現しないと考えます。電子カルテシステムは、今後、多様なベンダーが参

画し、市場原理の中で淘汰されていくと思慮します。そのような競争の中で都度コン

バータを開発することは限界があり、いずれ破綻します。さらにコンバータをこれま

での事例のように地域ごとにカスタマイズしながら導入させることは大変な費用

がそれぞれに必要となり、巨大な無駄が発生することが想定されます。今回の基金

の使用目的をコンバータ導入に向けることは不適切であると進言いたします。 

それよりも電子カルテデータの標準化を厚生労働省主導の下で早急に制定いた

だくことを切にお願い申し上げます。 



２． 全国レベルでの患者名寄せの実現 

政府は医療ビッグデータを政策決定などに活用するため、各地域医療連携シス

テムへ協力を要請されていますが、患者は一つの地域だけで受療行動をとっている

わけではなく、高度医療を求めて大学病院や特定機能を有する大都市の病院に集中す

るなど、全国レベルで移動している可能性があり、「国で一つ」の患者名寄せを行う必

要があります。ビッグデータで分析する場合、名寄せが精緻に行われていなければ、

異なる地域で受診した患者のデータが二重にカウントされるため実際の患者数より増

えることとなり、分析の精度の確保が困難となります。医療の現場で活用できる精緻

な名寄せ機能をまずは整備し、その上でのビックデータ活用を切に希望します。 

名寄せ情報として有用なのは「これまでに受診したことのある医療機関で採番し

た ID（番号）」です。将来的にはこの ID とマイナンバーを基に作成した情報（機関

別符号：医療等ID）とを紐付けることが最も有効な解決策と思慮します。 

東京総合医療ネットワークは現在富士通（連携システム：Human Bridge）および 

NEC・SEC（同：ID-Link）二つのベンダーを結んで運用していますが、今後ソフトウ

ェア・サービス SSI（同：Care Mill）を結ぶ技術的検討を始めました。ここで問題

となったのが患者名寄せであり、そのために富士通・NEC の有する名寄せサーバの

いずれかを「上位サーバ」と見立て、運用していくことになります。現状で名寄せの

キーに用いられているのは、医療機関ごとの ID（番号）であり、これらを患者移動に

際し医療機関が共有することによって連携がかなうことになります。この名寄せ機能

を都・県といった地域だけに留まらせるよりは国が創り運営していただくことがよほ

ど安全で堅牢、かつ汎用性の高いものとなり、かつ永続性が高くなります。この点を

十分にご考慮いただき、予算から実際の政策に至るまでの間にご検討を行っていただ

きたく存じます。 

 

 

以上 




























